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本稿の目的は, 中学校技術・家庭科技術分野 (以下, 技術科) における生活応用力を育成する学習指導方法の在り方につ
いて, 先行研究を整理し, 今後の研究課題を展望することである｡ 技術科の教科目標の変遷から, 技術リテラシーと生活応
用力育成との関連性を示した後, 関連する先行研究を整理した｡ その結果, 生活応用力の概念が技術科の学習意欲研究や技
術的能力研究等の文脈に位置付けられる一方で, その育成を標榜した教育実践は十分に構築されていない状況が把握された｡
そこで本稿では, 技術科において重要視されている問題解決的な学習との関連性に基づいて, ①生活応用力の構造を明らか
にすることの必要性, ②問題解決的な学習経験を通した生活応用力の形成過程を明らかにすることの重要性, ③生活応用力
の形成過程を踏まえた題材の在り方や指導展開などの学習方略を検討することの必要性, の３点を今後の研究課題として展
望した｡
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１. 目的
本稿の目的は, 中学校技術・家庭科技術分野 (以下,
技術科) における生活応用力の形成を促す学習指導方法
の在り方について, 先行研究を整理し, 今後の研究課題
を展望することである｡
なお, 本稿においては, 生徒が, 技術科の授業におけ
る学習経験を通して学んだことを, 授業以外の生活場面
で生かすことを生活応用, その生活応用を生起する力を
生活応用力と呼ぶこととする｡ 次章ではまず, 技術科の
目標における生活の概念と生活応用力育成の位置づけを
整理する｡
２. 技術科における生活及び生活応用力の概念
21 生活応用力の考え方
広辞苑によると ｢生活｣ とは, ｢暮らしていくこと｡
また, その手立て｣ である｡ また, ｢応用｣ は, ｢原理や
知識を実際的な事柄にあてはめて利用すること｣ であ
る１)｡ したがって, 生活応用を辞書的に捉えると, それ
は ｢暮らしのために, 原理や知識を実際的な事柄にうま
くあてはめて, 利用すること｣ と考えることができる｡
一方, 教育基本法によると教育の目的は, ｢人格の完
成をめざし, 平和的な国家及び社会の形成者として, 真
理と正義を愛し, 個人の価値をたつとび, 勤労と責任を
重んじ, 自主的精神に満ちた心身とともに健康な国民の
育成を期して行わなければならない｣ とされている２)｡
これを言い換えれば, 教育とは, 児童生徒が現代の社会
に適切に適応できるよう主体を形成すると共に, 次世代
の社会の創造に参画していけるよう, 必要な能力と資質
を身に付けることをねらいとしている｡ したがって, 本
質的に教育においては, 児童生徒が教室で学んだことを
様々な形で自己の生活に活かすことが重要である｡ これ
は, 学校教育を組織する全ての要素が, 社会や文化の典
型性を教室に持ち込むために準備されたものであること
からも容易に理解できる｡ しかし, 児童生徒が学校で学
んだ事項の中から, どのような事項をどのような形で生
活に活かしていくか, つまり, 各教科における生活応用
の様相については, その学習内容が包含される各教科の
目標や特性によって異なっている ｡ 技術教育
(	
) の場合, 児童生徒を ｢技術によっ
て支えられている現代社会｣ に主体的に適応させ, 生活
者としてのアイデンティティを形成させると共に, 次世
代の ｢技術社会の行方｣ に対して責任を共有しうる市民
たらしめることを, 人間形成上の課題としている｡ した
がって, 技術教育における生活応用力は, 児童生徒が生
活者として, その時代を構成する主要な技術を理解し,
活用すると共に, 技術の所産や成果, 恩恵を享受しつつ,
技術に対する自己の主体性を様々な場面で発揮する能力
を意味している｡
しかし, このような本質を持ち合わせた技術教育の生
活応用力の概念は, 時代による教育課題の差異や変容に
よって強く影響される｡ そこで次節からは, 我が国にお
ける普通教育としての唯一の技術教育である中学校技術
科及びその前身となる職業科の教科目標や学習内容の変
遷に焦点を当て, 生活及び生活応用力の概念の変遷を概
観する｡
22 職業科における生活の概念
技術科は1958年 (昭和33年) に設置された教科である
が, その前身は, 1947年 (昭和22年) の新制中学校の発
足と同時に成立した職業科である｡ 職業科は勤労精神の
育成と, 職業生活の意義理解を通して, 将来の職業選択
の能力をつけさせることを主眼とした３)｡ その後1951年
(昭和26年12月) の改訂で職業・家庭科と改められた｡
このことは, 職業科の教育内容がそれ以前の実業科の内
容を横滑りさせたような内容であったため, 分野ごとで
教科書が別であったこと, 家庭科も含まれており, 単一
教科でありながらその性格が不明瞭であったことが要因
であった４)｡ この改訂に伴い, 職業科の主眼は職業生活
の意義理解や職業選択の能力育成から, 家庭生活・職業
生活の理解を通して, 実生活の充実発展をめざすことへ
と転換した｡ しかし, その一方で, 1951年 (昭和26年６
月) に産業教育振興法の制定に伴って中央産業教育審議
会が設置され, 職業・家庭科の改正が検討され始めてい
た｡ 結果, 1954年 (昭和29年) の同審議会第2次建議を
受け, 1956年 (昭和31年) の学習指導要領の改訂に伴っ
て, 職業・家庭科の性格は, 実生活の充実発展を目指す
ものから, 再び職業生活における基礎的な知識と技能の
習得を目指すものとなった５)｡
このように職業科においては, 生活の概念の範囲は,
主に職業生活に限定されていたものと考えることができ
る｡ また, ここでの生活応用力は, 各産業の分野におけ
る基礎的技能を職業生活に応用していく力を意味し, 狭
い概念であったと捉えることができる｡
23 技術科の発足と生活の概念
1957年 (昭和32年), 中央教育審議会 (以下, 中教審)
は科学技術教育振興に関する答申を出した｡ このことは,
産業界, 経済界, また, 科学技術審議会など各方面から
の提起によって当時の文部省が諮問したことによるとさ
れる６)｡ その後, 教育課程審議会の ｢科学技術教育の向
上｣ と ｢基礎学力の充実｣ を基本方針とした答申を受け
て, 文部省は1958年 (昭和33年) 学習指導要領を改訂し,
職業・家庭科が廃止され, 技術・家庭科が新設された｡
教科の総括目標は ｢生活に必要な基礎的技術を習得させ,
創造し生産する喜びを味わわせ, 近代技術に関する理解
を与え, 生活に処する基本的な態度を養う｣ とされた｡
下位目標 (要約) としては, ①物事を合理的に処理する
態度, ②生活の向上と技術の発展に努める態度, ③協同
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と責任と安全を重んじる実践的な態度を養うこととされ
た７)｡ また, 教育内容の工的内容は, 設計・製図, 木材
加工, 金属加工, 栽培, 機械, 電気, 総合実習の７項目
で編成され, 職業指導については特別教育活動としての
進路指導へ移行された８)｡ このように, 技術・家庭科は
職業準備的教育から普通教育としての技術教育の性格づ
けがよりはっきりとなされ, 教科の目標に謳われる生活
とは主に家庭生活を指すものへと転換された｡ しかし,
先に挙げた工的内容は男子を対象とするもので, 女子に
は設計・製図のみが用意され, それ以外はすべて家庭科
的内容が履修項目とされていた｡ また, 教科の工作用品
基準では自動かんな盤や旋盤など, 家庭生活とは縁遠い
大型の工作機械が挙げられた９)｡
これらのことから成立当初の技術科における生活の概
念は, 主として家庭生活を位置づけてはいるものの, 家
庭生活に職業生活を内包した過渡的なものと捉えられる｡
また, 技術科新設の発端が, 当時の産業界, 経済界など
からの要請であったことに鑑みれば, 生活応用力の概念
はあくまで将来の職業生活に備えた応用力であり, 職業
科のそれに近いものであったと考えられる｡
2.4 生活技術への傾斜と生活応用力
その後, 1969年 (昭和44年) の改訂で教科目標は ｢生
活に必要な技術を習得させ, それを通して生活を明るく
豊かにするための工夫創造の能力及び実践的な態度を養
う｡｣ とされた｡ この目標に対応して, ｢計画, 製作, 整
備などに関する基礎的な技術を習得させ, その科学的根
拠を理解させるとともに, 技術を実際に活用する能力を
養う｣ という下位目標を設定10) し, 生活に必要な技術
の範囲と生活応用の内容が具体的に示された｡ また,
｢近代技術に関する理解｣ という表現がなくなり, 生産
技術から生活技術へ傾斜した｡ ここでの生活技術とは,
生活に直接役立つ製品の製作や, 身近な機械や電気器具
などの整備など, 日常生活で活用される技術と考えられ
る｡ したがって, 生活応用力の概念としては, 授業で習
得した知識・技能を, 科学的根拠を持って日常生活の技
術的な諸問題に活用する力と捉えることができる｡
この基本的な考え方は教科目標の骨格として1990年代
まで踏襲された｡ その間の２回の改訂では, 情報化社会
や男女共同参画社会到来の影響を受け, 教育内容と履修
方法が改編された｡ 1977年の改訂では, 生活の範囲を
｢家庭や社会における生活｣ と教科目標に明記し, それ
まで男子向きとされていた技術的な学習内容のうち１領
域を女子も履修することとなった｡ この履修方法の改訂
により, 普通教育としての技術教育の性格が強められる
こととなった｡ また, 1989年 (平成元年) の改訂では,
自己教育力育成が提唱11) され, その後の教育理念の方
向性に影響を与えたものの, 技術科における生活応用力
の概念については, 1969年のそれから大きな変容は見ら
れない｡
2.5 技術リテラシーと生活応用力
転換点となったのは, 1998年 (平成10年) の改訂であ
る｡ この改訂は ｢生きる力の育成｣ が基本理念とされた｡
その内容は ｢いかに社会が変化しようと, 自分で課題を
見つけ, 自ら学び, 自ら考え, 主体的に判断し, 行動し,
よりよく問題を解決する資質や能力｣ と ｢自律・協調・
思いやり・感受性などの豊かな人間性｣ であるとされ
た12)｡ 教科目標については分野ごとの下位目標が復活さ
れ, 技術の習得, 役割の理解, 適切に活用する能力と態
度が明記された｡ さらに, 生活については家庭・学校・
地域生活と定義され, 生活に必要な知識と技術とは主体
的な生活を営むために必要なものとされた｡ また, 技術
分野の目標の ｢技術を適切に活用する能力と態度｣ につ
いての解釈は, 技術の在り方や活用の仕方に対して客観
的に判断・評価できる能力も含むとされ13), ここでの生
活応用力の概念はこれまでの知識・技能を技術的行動と
して活用することに加えて, 技術的な視点をもって現存
する技術的事象を判断・評価することに応用する力を意
味し, これまでの概念が拡張された｡
この ｢技術を判断・評価できる能力｣ の育成は2008年
(平成20年) 改訂の学習指導要領ではより重要なものに
位置付けられている｡ その背景として, 日本産業技術教
育学会の ｢21世紀の技術教育｣ や国際技術教育学会 (
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日本産業技術教育学会は1999年に21世紀の技術教育を
提言し, その中で, 普通教育としての技術教育の目的と
して, 自然及び社会の法則を認識し, 計画的・合目的的
にものづくり活動を行い, 技術を公正に評価できる能力
を備えた人格 (生産的人格) の形成であるとしている14)｡
ま た , が 2000 年 に 刊 行 し た 		 

	
	では技術的素養 (
	

	) という概念を提唱している｡ 技術的素養とは,
｢技術を利用, 管理, 評価, 理解する能力｣ であり, 技
術的素養がある人は, 個人のレベルでは消費者としての
より良い判断を促し, 社会のレベルでは市民としてより
良い決定をすることを助けると述べている15)｡
これらの提言は, その後の普通教育としての技術教育
の在り方に, 新たな方向性を示したと考えられる｡ つま
り, 今後の技術教育が育成すべき能力として, 日常生活
を営む上で必要となる技術の習得やそれらの技術を取捨
選択して, 問題を解決する能力に加えて, 現代社会で利
用されている技術や今後新しく生まれる技術に対しても,
技術体系に関する諸情報を選択・処理して, 公正に判断
し, 技術を適切に活用するための評価, 管理する能力が
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重要であると考えられる｡
このような考え方を受け, 2008年公示の中学校学習指
導要領では, 技術分野の目標の中で, ｢技術を適切に評
価, 活用する能力｣ が位置付けられた｡ 同解説では,
｢技術分野の学習を通して身に付けた基礎的・基本的な
知識及び技術, さらには, 技術と社会や環境とのかかわ
りの理解に基づき, 技術のあり方や活用の仕方などに対
して客観的に判断・評価し, 主体的に活用できるように
することを示している｣16) と述べ, 技術科の目指す生活
応用力は, 技術に関する外的な行動の生起だけにとどま
らず, 内的な行動の生起に至る広い範囲で捉える必要の
あることが指摘されている｡
これまで見たように, 技術科は職業教育ないしは, 職
業準備教育的な役割から, 普通教育としての役割を担う
教科へと変容してきた｡ それに伴い, 技術科の教科目標
における生活の概念は, 職業生活に限定された狭い範囲
から, 学校生活, 家庭生活, 地域生活へと広がった｡ し
たがって, 生活応用力はこのような生徒の様々な日常生
活での応用力と位置づけられる同時に, その概念も運動
技能を用いる外的行動への応用に加えて, 思考, 判断な
ど内的行動への応用も含むものへと広がったと捉えるこ
とができる (表１)｡
そこで次章では, 生活と生活応用力の概念を, 転換点
と考えうる1998年の学習指導要領改訂以降の捉え方に基
づき, その形成を促す学習指導の在り方について先行研
究を整理する｡
３. 先行研究の整理
3.1 技術科の学習と生活との関連性に関する先行研究
前述したように, 技術科の授業と生活との関連につい
ては教科目標において重要視されてきている｡ これに呼
応するように, これまで両者の関連性については, 次に
示すいくつかの先行研究においてその重要性が指摘され
ている｡ それらの先行研究は以下の２つに大別できる｡
第１に, 学習意欲の視点から, 生活との関連の重要性
を指摘したものである｡ 例えば, 宇野ら (1998)17) が,
技術科における生徒の情意的意識から抽出した ｢製作学
習における達成感｣ 因子では, 学習の生活への有用性を
みることができる｡ また, 鬼藤ら (2003)18) は, ものづ
くりの体験的な学習に対して, 中学生が持つ生活場面で
の有効性について調査分析している｡ その中で, 自分で
工夫したり, 一生懸命に作業をしたりすることが生活に
役立つという ｢適切な行動の習得の有効性｣ 因子を抽出
し, このような生活への有効性を強く捉えている生徒ほ
ど, 学習に対する意欲も高いことを指摘している｡ さら
に, 鬼藤ら (2005)19) は, 技術科の授業に対する生徒の
意識と, 生活を工夫する経験との関連性を明らかにし,
技術科の授業においては, 生徒が授業と生活との関わり
を捉える意識を適切に形成できるよう, 教師が支援する
ことが重要だと述べている｡ 吉田ら (2005)20) は, 技術
科の授業において, 生活にかかわる学習を意図的に指導
過程に位置づけることによって, 学習意欲が向上するこ
とを指摘している｡ さらに, 安東 (2000)21) は, 技術科
においては題材が生徒の授業への取り組みに大きな影響
を与えるとして, 題材の要素分析を行い, 題材が生活に
利用でき, 応用や発展性が見込まれる ｢生活応用｣ 因子
を抽出している｡ これらの研究は, 学習意欲を高める方
略として, 授業と生活とに関連を持たせることが重要で
あると示唆している｡
第２は, 技術科の授業で形成される能力と生活との関
連に関するものである｡ 山崎ら (1993)22) は技術的能力
の構造解析において, 学習経験が新しい問題解決場面に
転移する能力である ｢転移能力｣ 因子を抽出し, その重
要性を指摘している｡ また, 臼坂ら (2008)23) は, 生活
を工夫・創造する能力の構造分析において技術科の授業
での学びや技術に対する考え方を生活に活用する ｢生活
活用｣ 因子を抽出し, ものづくり学習を遂行する過程で
の思考が生活活用に影響を及ぼすことを指摘している｡
これらの研究は, 技術科の授業で形成される能力として
生活応用力に関わる因子が含まれていることを示唆して
いる｡ また, 国立教育政策研究所教育課程研究センター
は, 生活を工夫し創造する力の実現状況の把握を試み,
｢特定の課題に関する調査 (技術･家庭)｣ (2007実施, 調
査結果2009) を実施し, 日常生活との関連を重視した指
導改善の方向性を示している24)｡
このように, 技術科の学習と生活との関連性について
は, 学習意欲や授業で育成される能力などの文脈から,
その重要性が指摘されている｡ これらのことから, 技術
科の学習は生活と関連付け, その有用性, 有効性を認識
させることでより学習意欲が高まることが期待できる｡
また, その学習を通して育成される能力の一部は生活に
応用されていくことが推察される｡
3.2 生活応用力の育成を標榜した実践事例の動向
一方, 教育現場においては, ｢生活を工夫し創造する
力｣ や ｢生活に活かす力｣, ｢生活に応用できる力｣ など
をキーワードとした生活応用力に関する実践が数多く展
開されている｡ 例えば, 全日本中学校技術・家庭科研究
会の実践研究誌 ｢理論と実践｣ (以下, ｢理論と実践｣)
では, 最近５年間 (2006～2010) で, 研究題目にこれら
のキーワード (類似したものを含む) を持つ実践が計92
件中20件報告されている25)～29)｡ これらのタイトルリス
トを表２に示す｡ これらの報告は次の２つに大別できる｡
第１は, 技術科の学習と生活との関連に重点を置き,
授業で習得させた知識・技能や製作品を生活に直接活か
せる場面を教師が示唆し, 生徒の生活応用を促す実践で
ある｡ 例えば, 村田ら (2007)30) は, 情報技術の知識や
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表１ 技術・家庭科の教科目標と生活及び生活応用力の概念の変遷
告示年 教科目標 (上段) 及び改訂の特徴 (下段) 生活の概念 生活応用力の概念
1958 (33) ｢生活に必要な基礎的技術を習得させ, 創造し生産する
喜びを味わわせ, 近代技術に関する理解を与え, 生活に
処する基本的な態度を養う｣
職業生活を内包した家
庭生活
将来の職業生活に備えた技術の
応用力
1969 (44) ｢生活に必要な技術を習得させ, それを通して生活を
明るく豊かにするためのくふう創造の能力及び実践的な
態度を養う｡｣
各学習領域に消費生活者として必要な物資の選択に関
する項目と家庭や社会における技術と生活との関係に関
する項目が設けられる｡
日常の家庭生活 日常生活の技術的な諸問題に活
用する力
1977 (52) ｢生活に必要な技術を習得させ, それを通して家庭や
社会における生活と技術との関係を理解させるとともに,
工夫し創造する能力及び実践的な態度を養う｡｣
ゆとり教育の提唱により授業時数が削減される｡
学習領域が技術５領域, 家庭４領域に改編される｡ 男女
とも技術と家庭の領域を１領域含む７領域以上を履修す
る｡ 男女相互乗り入れとなる｡
家庭生活・社会生活
1989
(元)
｢生活に必要な基礎的な知識と技術の習得を通して,
家庭生活や社会生活と技術とのかかわりについて理解を
深め, 進んで工夫し創造する能力と実践的な態度を育て
る｡｣
技術科に ｢情報基礎領域｣ 領域 (選択) が, 家庭科に
｢家庭生活｣ 領域が新設される｡ 男女とも木材加工, 電
気, 家庭生活, 食物が必修となる｡
1998 (10) ｢生活に必要な基礎的な知識と技術の習得を通して,
生活と技術とのかかわりについて理解を深め, 進んで生
活を工夫し創造する能力と実践的な態度を育てる｡｣
技術分野として ｢技術とものづくり｣ ｢情報とコンピュー
タ｣ の２領域に, 家庭分野として ｢生活の自立と衣食住｣
｢家族と家族生活｣ の２領域に改編され, 男女共学とな
る｡ 授業時数が175時間 (最大) から105時間に削減され
る｡
家庭生活・学校生活・
地域生活
知識・技能を技術的行動として
活用する力
技術的な視点をもって現存する
技術的事象を判断・評価するこ
とに応用する力
2008 (20) ｢生活に必要な基礎的・基本的な知識及び技術の習得
を通して, 生活と技術とのかかわりについて理解を深め,
進んで生活を工夫し創造する能力と実践的な態度を育て
る｡｣
技術分野が｢材料と加工｣ ｢エネルギー変換｣ ｢生物育
成｣ ｢情報｣ の４内容に, 家庭分野が ｢家族・家庭と子
供の成長｣ ｢食生活と自立｣ ｢衣生活・住生活と自立｣
｢身近な消費生活と環境｣ に改編される｡
概念を生活と関連付けて考えさせることにより, 基礎・
基本の定着と生活への転移が促されると考え, 評価方法
を工夫している｡ また, 濱田 (2008)31) は生徒が学んだ
ことを家庭で生かせるよう, 家庭の協力を得て, 習得し
た技術や知識を生かせる場を保護者に確保してもらう実
践を行っている｡
第２は, 技術科の授業で育成された問題解決能力が生
活に転移されることを想定し, 授業における問題解決的
な学習の展開を重視する実践である｡ 例えば, 川島
(2008)32) は生徒に自らの学習活動への意義を感じさせ,
必要感を持たせることで課題発見, 課題解決をせまる実
践を工夫している｡ また, 安藤ら (2010)33) は, 問題解
決のプロセスの中で, 生徒が学びの実感や成就感を味わ
えるような学習過程の工夫を試みている｡
このように, 教育現場においては技術科の学習を生活
に生かすことを標榜した実践が多くみられ, 題材や教材,
学習過程や評価方法などの多くの工夫が見られる｡ とり
わけ, その実践形態として問題解決的な学習を重視し,
学習の内容や経験を生活に生かす能力の育成と意欲付け
が試みられている｡
3.3 技術科における問題解決的な学習に関する先行研究
ここでいう, 問題解決的な学習とは, デューイ
() の経験主義に基づく, 子供の生活経験の拡充
と反省的思考の働きを促す学習法で, ①暗示, ②問題,
③仮説, ④推論, ⑤検証の5つの思考過程を踏むとされ
ている34)｡ この問題解決学習の実践形態として, 合目的
的な活動を展開するプロジェクト法がキルパトリッ
ク (	

) によって提唱されている｡ 現在の技術
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表２ 生活をキーワードに含む ｢理論と実践｣ の最近5ヵ年タイトルの一覧
年度 巻 主題 副題
2006 45 ● 生活に応用できる力を身につけた生徒をはぐくむ授業
●生き生きと学び, 生活を主体的に営む力を育む学習指導
はどうあればよいか
●生活に応用できる力を身につけた生徒をはぐくむ授業
●生徒の学びを高め, 生活する力を伸ばす学習指導の研究
基礎・基本の定着を図る ｢ロボット教習所｣ の取組をとお
して
生活に生きる確かな知識や技術を身につけさせる学習過程
の工夫
評価の工夫を通した基礎・基本の転移を促す学習指導の研
究
生活を工夫し, 創造する能力の育成を目指して
2007 46 ● ｢生活に活かす力｣ を育てる指導法の工夫
●実践的な態度で, 主体的に学べる生徒の育成
●よりよい生活者をはぐくむ学習指導の在り方
● ｢人｣ や ｢もの｣ とのかかわりを深め, 生活を工夫し創
造する力を育てる授業
学習効果を上げる学習題材の編成を目指して
自ら生活に生かせる技術・家庭科教育を目指して
構想の場面における意思決定能力を育てる指導過程の工夫
を通して
｢つかむ｣ ｢つくる｣ ｢いかす｣
2008 47 ● ｢創造する意欲｣ を育てる ｢豊かな体験｣ の在り方
●生活に生きてはたらく力を育てる学習過程はどうあれば
よいか
生活の中で問題を発見し, 解決できる力の育成をめざして
自ら必要観を持って課題を追求していく問題解決的な学習
過程の工夫
2009 48 ● 技術と社会や環境とのかかわりについて考え, 生活を工
夫し創造しようとする生徒をはぐくむ指導計画の工夫
●生徒の学びを高め, 生活する力を伸ばす学習指導の研究
●豊かな生活力をはぐくむ技術・家庭科教育
●生活での実践に生かすことができる力の育成
●自ら課題を解決し, 生活を主体的に営む力をはぐくむ指
導はどうあればよいか
●よりよい生活のための実践力を育てる指導の工夫
新学習指導要領による教育課程の実践に向けて
学びと生活をつなぐ授業の工夫
学びが連続し, ｢見方・考え方・感じ方｣ が育つ授業
問題解決能力を高める学習過程の工夫
学校環境に応じた指導計画の作成と実践的・体験的な学習
活動を通して
2010 49 ● いきいきと学び, 生活を主体的に営む力をはぐくむカリ
キュラムの構想と実践
●よりよい生活を実践する態度をはぐくむため, 体験的な
学習活動を工夫した一試み
●青色オリジナルランプの設計と製作
●生活の主体者を目指す技術・家庭科の学習
｢エネルギー変換に関する技術｣ における教材・教具の活
用を通して
電気回路を選択させ, 生活を工夫し創造する能力を育てる
題材
生徒同士の ｢かかわり｣ によってプログラムを作成し, プ
ロカーを制御する取組
科の授業において, 問題解決的な学習という場合, この
プロジェクト法を指すことが多い｡ プロジェクト法では,
①プロジェクトの選定, ②計画, ③実行, ④評価という
段階を追って学習を進める35)｡ 生徒は, プロジェクトを
遂行する過程で, 次々に現れる問題から課題を発見し,
自ら考え, 判断し, より良く解決しようとしながら学習
を進める｡ ら (2002)36) は, このような問題
を解決しながら進める学習の過程において, 生徒が遭遇
する場面は, ①技術的な事象に含まれる法則性や因果関
係を見出す ｢探求のプロセス｣, ②アイディアを発想,
具体化し, 作品を構成する ｢設計のプロセス｣, ③実践
の途上で発生したつまずきを解決する ｢トラブルシュー
ティング｣, ④作業の計画や段取りを立案し, その計画
に沿って活動を制御する ｢プロジェクトマネージメント｣
の４場面であるとしている｡ そして生徒は, このような
学習経験を通して, 主体的に技術的な問題を解決する力
を身につけることができ, その具体的な姿として生活場
面における技術的行動が表出するのではないかと考えら
れる｡
このような生活応用を促進する問題解決的な学習と技
術科の学習との関連についての先行研究では, 左田ら
(1983)37) が技術的な課題における生徒の問題解決の過
程を分析し, 問題解決のプロセスとして①問題表象, ②
知識転移, ③評価の認知過程の存在を明らかにしている｡
さらに, 左田ら (1995)38) は, 生徒は問題を解決するた
めのプランを立て, 解決過程においては, その過程をプ
ランがモニタしていること, 新たな問題表象によって新
たなプランが生まれ, そのプランによって修正行動をとっ
ていることを明らかにしている｡ また, 岳野ら (1998)
39) は生徒が製作学習で持つイメージが問題解決過程で
行為を規定する重要な役割を持っていることなどを明ら
かにしている｡ 市原ら (2010)40) は, 生徒の認知的な特
性に着目し, 認知スタイルによって問題解決のプロセス
のつまずきやすさに違いがあることを明らかし, それぞ
れの認知スタイルに応じた学習支援の方法が必要である
ことを指摘している｡ 一方, 森山ら (2005)41) は, 問題
解決的な学習における教師の支援方略の枠組みを実態調
査に基づいて明らかにしている｡ これらの研究は生徒の
問題解決的な学習を支援する上で重要な示唆を与えるも
のである｡ また, 問題解決的な学習と学習意欲との関連
を検討した研究では, 森山ら (1998)42) が課題解決学習
における指導過程によって, 学習意欲の推移傾向に差異
が生じるものの, 最終的な生徒の学習意欲の高まりには
差異がないことなどを明らかにしている｡ 佐藤ら
(2010)43) は, 日常的な課題に技術的な見方・考え方を
適用して解決する力の育成する教材の開発を試みている｡
このように, 技術科における問題解決的な学習につい
ては, 問題解決過程に対して, 生徒の認知過程, イメー
ジ, プラン, 認知スタイルとの関連, 教師の支援方略,
学習意欲, 教材開発など多岐にわたるアプローチで多く
の研究が展開されてきている｡
４. 先行研究における問題点
以上のことから, 技術科の学習においては, 生徒に学
習内容と生活との関連を意識させることが学習意欲を高
め, そのような技術科の学習で形成される能力には生活
応用に関わる因子が含まれていることが示唆された｡ こ
れらのことから, 生活応用力の形成には授業での学習経
験と生活との関連性が重要であることが推察される｡ ま
た, 技術科で行われる問題解決的な学習における問題解
決のプロセス, 生徒の認知過程やそれらに対する教師の
支援方略の枠組みなどが明らかにされつつある｡ このこ
とは, 教育現場において課題となっている, 学習したこ
とを生活に生かすための指導方略への有効な示唆となり
うることが期待される｡
しかし, 生活応用力育成の視点から見ると, これらの
先行研究と実践事例には次のような問題が指摘できる｡
まず, 技術科の授業と生活との関連について, 学習意
欲の視点からの先行研究では, 宇野らの ｢製作学習にお
ける達成感｣ 因子, 鬼藤らの ｢適切な行動の習得の有効
性｣ 因子など, 生活応用の概念が授業における学習意欲
の範囲内で捉えられている｡ また, 吉田ら, 安東の研究
では生徒に生活応用への期待感を持たせることの重要性
は指摘されているが, 授業以外の場面でこれらの期待感
が具体的な生活応用としてどのように発揮されているか
については明らかになっていない｡ また, 技術科の授業
で形成される能力の視点からの先行研究では, 山崎らの
｢転移能力｣ 因子, 臼坂らの ｢生活活用｣ 因子など, 技
術的能力や工夫・創造能力の構成因子の一つとして生活
応用力に関する因子が抽出されている｡ しかし, 生活応
用の実態やそれを生起させる生活応用力の下位因子まで
は明らかになっていない｡ また, ｢特定の課題に関する
調査 (技術･家庭)｣ は, 生活を工夫し創造する力の実現
状況の把握を目的にしているが, 調査項目が知識理解と
その活用に偏っており, ｢工夫し創造する能力｣ に関す
るものは全87項目中, 11項目44) と極端に少ない｡ 以上
のことから, これらの研究は生活応用の実態や生活応用
力そのものへのアプローチが見られず, 生活応用力の構
造を把握するに至っていない｡ これが第一の問題である
(以下, 問題１)｡
次に, 問題解決的な学習に関する先行研究では, 左田
ら, 岳野ら, 市原ら, 森山らの研究は問題解決的な学習
を円滑に遂行し, 授業における生徒の問題解決な学習を
支援する範囲とどまっている｡ また, 佐藤らの研究も,
日常の課題を解決する力の育成を目的としながらも, そ
の効果の検証は授業内での課題にとどまっている｡ いず
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れの研究も, 問題解決的な学習の効果としての生活応用
との関連性については検討されていない｡ つまり, 問題
解決的な学習を中心とする技術科の学習を通して, 生活
応用力がいかにして形成されるか, その形成過程につい
ての検討はされていないといえる｡ これが第二の問題で
ある (以下, 問題２)｡
一方, 教育現場の実践事例では, ｢生活を工夫し創造
する力｣ や ｢生活に活かす力｣, ｢生活に応用できる力｣
などに着目し, 題材や教材・教具, 評価方法, 問題解決
的な学習の進め方などが経験的に提案されているものの,
これらの手立ての有効性はほとんど示されていない｡ そ
のため, 生活応用力の形成をねらいとした学習指導方法
の枠組みが明らかになっているとは言い難いのが現状で
ある｡ このことは, 先の問題１及び問題２で示したよう
に, 生活応用の実態や生活応用力の構成因子, およびそ
の形成過程が十分に明らかになっておらず, 実践を評価
する指標を持ちえないことが主たる要因と考えられる｡
したがって, 生活応用力の構造と生活応用力の形成過程
を把握した上で, 学習指導の枠組みを実践的に示してい
く必要がある｡ これが第三の問題と考えられる (以下,
問題３)｡
このように, いずれの先行研究, 実践事例においても,
生活応用を生起する生活応用力の形成を目指しつつも,
生活応用力そのものを対象とした研究は見受けられなかっ
た｡ したがって, 上記に整理した３つの問題に対応し,
生活応用力の形成を図りうる技術科教育のあり方を検討
することは, 重要な課題であると考えられる｡ そのため
には, 第一に, その実態と構造を明らかにすることが必
要である (課題１)｡ 第二に, 技術科が重視している問
題解決的な学習経験を通して生活応用力がいかに形成さ
れるか, その過程を明らかにすることである (課題２)｡
その上で, 題材の在り方や指導展開などの学習方略を検
討しなければならない (課題３)｡ これらの各課題間の
関連性を図１に示す｡
５. 展望と課題
以上, 本稿では, 技術科における生活応用力を育成す
る学習指導方法の在り方について, 技術科の教科目標の
変遷から, 技術リテラシーと生活応用力育成との関連性
を示した後, 関連する先行研究を整理した｡ その結果,
生活応用力の概念が技術科の学習意欲研究や技術的能力
研究等の文脈に位置付けられる一方で, その育成を標榜
した教育実践は十分に構築されていない状況が把握され
た｡ そこで本稿では, 技術科において重要視されている
問題解決的な学習との関連性に基づいて, ①生活応用力
の構造を明らかにすることの必要性, ②問題解決的な学
習経験を通した生活応用力の形成過程を明らかにするこ
との重要性, ③生活応用力の形成過程を踏まえた題材の
在り方や指導展開などの学習方略を検討することの必要
性, の３点を今後の研究課題として展望した｡
今後は, 図１に示した各研究課題の関係に留意して,
生活応用の実態を把握し, その実態から生活応用力の構
造を明らかにした後, 問題解決的な学習と生活応用力と
の関連性に着目した形成過程を明らかにする必要がある｡
その上で, 生活応用力の形成を支援しうる学習指導方略
の構築を図り, 題材の開発, 実践的検証を進めていく必
要があろう｡
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